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１ 継続事業の一括とは 

  

労働保険の保険関係は、個々の適用事業単位に成立するのが原則ですので、１つの

会社でも、支店や営業所ごとに数個の保険関係が成立することになります。 

しかし、一定の要件を満たす継続事業については、これら複数の保険関係を厚生労

働大臣が指定した１つの事業として、まとめて事務処理することができます。これを

「継続事業の一括」と呼んでいます。 

継続事業の一括手続きをすると、本社など事務を包括する事業場で各支店や営業所

の保険料を一括して申告・納付することができます。 

 

継続事業の一括手続きをした場合の事務手続きの窓口と労働保険番号の取扱いは、

次のとおりです。 

（１）労働保険料の申告・納付 

      本社などの「指定事業」の所在地を管轄する労働局または労働基準監督署が

窓口になります。労働保険番号は、本社などの「指定事業」の労働保険番号を

使用します。 

（２）労災保険給付の請求 

支店や営業所などの「被一括事業」の所在地を管轄する労働基準監督署が窓

口になります。労働保険番号は、本社などの「指定事業」の労働保険番号を使

用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定事業 

(本社など) 

被一括事業 

(支店など) 

被一括事業 

(支店など) 

被一括事業 

(支店など) 

労働局 

又は 

労働基準 

監督署 

そ
れ
ぞ
れ
の
支
店
や
営
業
所
の
住
所
を
管
轄
す
る

労
働
基
準
監
督
署 

保険料 

申 告 
手続き 

労災手続 

労災手続 

労災手続 
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２ 継続事業の一括の要件 

 

 保険関係が成立している２以上の事業を一括しようとするときは、それぞれの事業

が次のすべての要件に該当していなければなりません。 

（１）継続事業であること 

「継続事業」とは、工場や事務所等のように期間の定めがなく活動を続ける 

事業をいいます。これに対して、建築工事や木材の伐採等のように活動期間が

定められている事業は「有期事業」といいます。 

（２）指定事業と被一括事業の事業主が同じであること 

継続事業の一括制度では、まとめて事務処理を行う本社などの事業を「指定

事業」、指定事業に一括される支店や営業所を「被一括事業」といいます。 

（３）それぞれの事業が同じ「保険関係」であること 

「保険関係」は労災保険と雇用保険の成立の有無を区分したものです。 

保険関係成立届や労働保険料申告書に次のコード番号が表示されている場合

に一括することができます。 

 労災保険と雇用保険の両保険が成立している事業  「111」「113」 

 労災保険のみにかかる保険関係が成立している事業 「711」「713」 

 雇用保険のみにかかる保険関係が成立している事業 「711」「713」 

なお、コード番号が「311」「313」「511」「513」と表示されている場合（一元

適用事業場で労災保険のみ、あるいは雇用保険のみ成立）は、一括することが

出来ません。 

（４）それぞれの事業が労災保険料率表による「事業の種類」で同じであること 

会社全体では1つの事業内容であっても事業単位でみたときに「製造工場」と

「販売店」などのような場合は、異なる「事業の種類」が適用されることがあり、

この場合は一括することができません。 

 

 

それぞれの事業の「保険関係」、「事業の種類」は、保険関係成立届や労働保険料申

告書に記載されています。 

   (申告書上部)    (成立届下部) 
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３ 新規・追加申請手続 

（１）労働保険関係成立届 

 支店や営業所等を新設した場合は、新設された事業の所在地を管轄する労働

基準監督署（雇用保険のみ保険関係の場合は公共職業安定所）に保険関係成立

届「様式第１号」(第４条関係)を提出してください。 

 その際、様式の余白に「継続事業一括指定事業の労働保険番号」等を記載し、

継続事業一括申請の予定である旨を表示してください。 

 

指定事業の住

所・事業主名 

継続一括申請予定 

労働保険番号07101-012345-000 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
被一括事業の住所と名称

を記入してください。 

被一括事業の 
住所・事業主名 

被一括事業の仕

事の内容 

被一括事業の 

成立年月日 

(開始日) 

被一括事業で

の人数 
 
 
 
記 
 
入 
 
不 
 
要 
 

事業主欄 

被一括事業

での人数 

被一括事業の 

成立年月日 

(支店や営業所

の開始日) 

※ この成立届は
すでに番号を

取得している

適用事業を被

一括事業に組

み入れる場合

には改めて提

出する必要は

ありません。 
すでにある労

働保険番号を

使用してくだ

さい。 
指定事業の労働

保険番号を記入

して下さい 

保険番号（監督署で記入） 
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（２）労働保険継続事業一括認可・追加・取消申請書 

    （１）の手続きを行った後、労働保険継続事業一括認可・追加・取消申請書

「様式第5号」(第10条関係)を指定事業の所在地を管轄する労働基準監督署（雇

用保険のみ保険関係の場合は公共職業安定所）に提出してください。 

    後日、申請に対する認可通知書を送付します。認可された被一括事業には整

理番号が付与されます。整理番号は変更・取消申請手続きの際、必要となりま

すので大切に管理してください。なお、認可通知書の再発行はしていません。 

 

 

 

（１）の手続きによる被一括事業の保険番号 

指定事業の住所、名称等を記入してください。 

被一括事業の住所、名称等を記入してください。 

指定事業の労働保険番号を記入 

「新規」又は「追加」に○ 

事業主欄 

「１ 新規申請」又

は「３ 追加」の申

請に○ 
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４ 認可の取消手続き 

 

 支店や営業所等が廃止・閉鎖になった場合で、被一括事業の取消が必要になった場

合は「労働保険継続事業一括認可・追加・取消申請書」(様式第５号)を指定事業の所

在地を管轄する労働基準監督署（雇用保険のみ保険関係の場合は公共職業安定所）に

提出してください。 

 

  
 

指定事業の労働保険番号を記入 

指定事業の住所、名称等を記入してください。 

「認可の取消」に○ 

被一括事業の住所、名称等を記入してください。 

記入不要 整理番号 

「４認可の取消」に○ 

事業主欄 
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５ 被一括事業の名称等の変更の届 

 被一括事業の名称・所在地が変更になった場合は、「労働保険継続事業一括変更申請

書/継続被一括事業名称・所在地変更届」(様式第５号の２)を指定事業の所在地を管轄

する労働基準監督署（雇用保険のみ保険関係の場合は公共職業安定所）に提出してく

ださい。 

 

指定事業の労働保険番号を記入 

 

 

 

 

被一括事業の新しい住所・名称

を記入してください。 

 

記載は所在地、名称、電話番号

のうち、変更箇所だけ記入して下

さい。 

指定事業の住所、名称等を記入してください。 

変更したい被一括事業の整理番号を記入 

被一括事業の古い住所、名称等を記入

してください。 

「２」に○ 

事業主欄 

○をつけてください 
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６ 指定事業が移転・名称変更した場合 

 指定事業の所在地や名称が変更された場合には、「名称・所在地変更届」(様式第２

号)を指定事業の移転先所在地を管轄する労働基準監督署（雇用保険のみ保険関係の場

合は公共職業安定所）へ提出してください。被一括事業はそのまま引き継がれますの

で、新たに継続一括の申請は必要ありません。 

 監督署や公共職業安定所の管轄をまたぐ移転を行った場合には、新規に労働保険番

号が振出されます。 

 被一括事業の名称等は変更されませんので、必要に応じて５の「労働保険継続事業

一括変更申請書/継続被一括事業名称・所在地変更届」(様式第５号の２)を提出してく

ださい。 

 

指定事業の労働保険番号を記入 

 

 

 

 

 

 

変更後の事業所を記入 

してください(変更箇所の

み記入)。 

 

変更前の 

事業主、 

事業、 

事業所の 

住所名称を

記入してく

ださい。 

変更後の 

事業主、 

事業の住

所名称を

記入して 

下さい。 

事業主欄 

管轄をまたぐ住所変更があった場

合、ここに新しい労働保険番号が記

載されます(監督署等が記入します) 

※ 住所と名称を記入する欄が
新旧 3 か所ずつあります
が、使い分けは下記のとお

りです。 
 
事業主→雇用者 
 
事 業→実際に労働者が就

労している場所 
 
事業所→連絡先 

(郵送先等) 
 

 
※ 変更前、変更後の各項目は
変更箇所のみ記入し、変更

がない部分は空欄としてく

ださい。 

変更内容 
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７ 指定事業の変更(会社合併等) 

 合併等でＡの指定事業がＢの指定事業を吸収する場合、「労働保険継続事業一括変更

申請書/継続被一括事業名称・所在地変更届」(様式第５号の２)をＡの指定事業の所在

地を管轄する労働基準監督署（雇用保険のみ保険関係の場合は公共職業安定所）に提

出してください。 

 吸収されたＢの指定事業及び被一括事業に新しい整理番号が振出されます。新たに

被一括になった事業については、必要に応じて５の「労働保険継続事業一括変更申請

書/継続被一括事業名称・所在地変更届」(様式第５号の２)を提出してください。 

 

Ｂ社 
指定事業 

Ａ社 
指定事業 

A社 
指定事業 

A社 ⑥工場 
(旧 B社 
指定事業) 

※「吸収される会社」は

保険料の精算手続き

(確定申告書の提出)が
必要です。また、被一

括事業として登録が

残りますので、事務所

がなくなる場合には

別途認可の取消処理

が必要です。 

吸収される会社の労働保険番号 

吸収される会社の住所、名称等を記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入しないでください 

吸収する会社の住所、名称等を記入 

吸収する会社の労働保険番号 ７に○ 

事業主欄 

○をつけて下さい。 

Ａ社 
①工場 
Ａ社 
②工場 
Ａ社 
③工場 

Ｂ社 
④工場 

Ｂ社 
⑤工場 

Ａ社 
①工場 
Ａ社 
②工場 
Ａ社 
③工場 
A社 
④工場 

A社 
⑤工場 
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８ 指定事業の変更(事務組合加入から個別加入へ変更した場合等) 

 
 指定事業が事務組合加入から個別加入へ変更した場合等、指定事業の労働保険番号

を他の指定事業の労働保険番号へ被一括事業全体を移動させたい場合には、「労働保険

継続事業一括変更申請書/継続被一括事業名称・所在地変更届」(様式第５号の２)を新

規に指定事業として届出た労働保険番号を管轄する労働基準監督署（雇用保険のみ保

険関係の場合は公共職業安定所）に提出してください。旧指定事業の被一括事業に新

しい整理番号が振出されます。 

 

 
 

旧指定事業の労働保険番号 

旧指定事業の住所、名称等を記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入しないでください 

新しい指定事業の住所、名称等を記入 

新しい指定事業の労働保険番号 ９に○ 

事業主欄 

○をつけて下さい。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

旧指定 
事 業 

旧指定 
事 業 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

新指定 
事 業 

※ 本手続きでは旧指定
事業の登録が消滅し

ます。 
 旧指定事業が変更後

も被一括事業として

継続する場合には、改

めて認可の追加手続

きを行ってください。 
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９ 指定事業と被一括事業を入れ替える場合(管轄をまたがないとき) 

 
 新旧の指定事業を入れ替えた結果、「管轄する労働基準監督署が変更されない場合」

には、「継続被一括名称・所在地変更届」(様式第５号の２)を下図のとおり記入して指

定事業の所在地を管轄する労働基準監督署（雇用保険のみ保険関係の場合は公共職業

安定所）へ提出してください。 

 

 

指定事業の労働保険番号 

旧指定事業の住所、名称等を記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入しないでください 

新指定事業の住所、名称等を記入 

６に○ 

事業主欄 

○をつけて下さい。 

新指定事業となる被一括事業の整理番号を記入 

Ａ
署
管
轄 

Ｂ
署
管
轄 

被一括 
事業② 

被一括 
事業③ 

被一括 
事業④ 

被一括 
事業① 

指定事業 

Ａ
署
管
轄 

Ｂ
署
管
轄 

被一括 
事業③ 

被一括 
事業④ 

被一括 
事業① 

指定事業 入替後 

入替対象 

被一括 
事業② 

※ このケースでは指定事業

の保険番号は変わりませ

ん。 
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１０ 指定事業と被一括事業を入れ替える場合(管轄をまたぐとき) 

 

 新旧の指定事業を入れ替えた結果、「指定事業を管轄する労働基準監督署が変更とな

る場合」には、旧指定事業(新被一括事業)から旧被一括事業(新指定事業)への「名称・

所在地等変更届」(様式第２号)(記入例は６を参照)と旧被一括事業(新指定事業)から

旧指定事業(新被一括事業)への「継続被一括名称・所在地変更届」(様式第５号の２)(記

入例は５を参照)を、いずれも被一括事業(新指定事業)の所在地を管轄する労働基準監

督署（雇用保険のみ保険関係の場合は公共職業安定所）へ提出してください(申請後、

労働保険番号が変更になります)。 

 
 

指定事業 
福島県 

Ａ営業所 
宮城県 

指定事業 
宮城県 

Ｂ営業所 
山形県 

Ｃ営業所 
栃木県 

Ａ営業所 
福島県 

Ｂ営業所 
山形県 

Ｃ営業所 
栃木県 

Ａ営業所の所在地

を元指定事業所在

地へ変更 

指定事業の所在地を

元Ａ営業所の所在地

へ変更(保険番号が変
ります) 

※ 提出書類の記入については８ページ、９ページを参照してください。 

入替対象 

入替後 


